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（1）合併後の変遷
1. 島原市の水道の変遷
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①平成18年の合併時（1上水道5簡易水道）
【旧島原市】
・島原市水道事業
・中木場簡易水道事業
・油堀・⻑貫簡易水道事業

【旧有明町】
・川内地区簡易水道事業
・湯江地区簡易水道事業
・大三東地区簡易水道事業
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（1）合併後の変遷
1. 島原市の水道の変遷
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②平成19年度 島原市水道事業基本計画の策定
平成19年度、合併後の島原市の水道事業の現状と将来の課題を抽出し、将来の水道事
業のあり方を念頭に、広域的な視点から個々の水道事業が抱える課題に対する解決策
について島原市水道事業基本計画（以下「旧計画」と記す）にとりまとめています。
旧計画の中では、島原市の水道事業の有明3地区、三会地区および安中地区の順に水質
改善と簡易水道事業の統合を念頭に水源開発や浄水場・配水池の新設や経年劣化に伴
う更新を計画していました。

③平成21年度〜平成25年度まで 有明3地区の簡易水道事業の統合整備
有明3地区の水質改善と簡易水道事業の統合整備に着手しました。

※平成24年度、当時の給水区域外である⽴野町、広⾼野町、礫⽯原町（以下「⺠営水
道3地区」と記す）へのアンケートの結果、公営水道への加入意向を確認したため、島
原市水道事業基本計画（以下「既計画」と記す）を見直しています。



（1）合併後の変遷
1. 島原市の水道の変遷
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④平成25年度 島原市水道事業変更認可（第7期拡張事業）
有明町水道事業を含む島原市内の全ての水道事業の統合（水道事業の一本化）と、浄水方法の
変更、水源の種別変更（上の原地区と中木場地区の水源開発）を要件に、島原市水道事業 事
業変更認可（第7期拡張事業）を取得しました。

⑤平成26年度〜平成29年度まで ⺠営水道3地区の取込み及び油堀・⻑貫簡易水道事業の統合
⽴野町と礫⽯原町のそれぞれに水源開発と浄水場・配水池の新設、⺠営水道取込み、
油堀・⻑貫簡易水道施設を拡充・更新し水道事業と統合

礫⽯原配水池 ⽴野配水池 ⽴野調整槽



（1）合併後の変遷
1. 島原市の水道の変遷

6

⑥平成30年度から令和5年度 上の原浄水場・安中配水池耐震化事業及び中木場簡易水道統合事業
・供用開始から60年程度が経過している上の原配水池の更新と耐震化
・中木場簡易水道事業の統合と安中水系の水質・水温改善を図るための送水設備の新設
・安中配水池の更新と耐震化事業を実施中
・令和5年度に中木場簡易水道を上水道に統合予定
・令和6年度に1上水道にする予定

（右）新安中配水池 新上の原浄水場



（2）給水人口の変化
1. 島原市の水道の変遷
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過去10年間の給水人口の推移
年度 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3 令和4 H.25→R.4

島原地区 34,139 33,784 33,460 33,254 33,029 32,738 32,614 32,155 31,709 31,404 微減
有明地区 10,702 10,694 10,538 10,419 10,273 10,135 10,007 9,805 9,620 9,453 微減

中木場簡易水道 1,790 1,754 1,733 1,763 1,731 1,726 1,696 1,675 1,670 1,629 微減
全体 46,631 46,232 45,731 45,436 45,033 44,599 44,317 43,635 42,999 42,486 微減

給
水
人
口

※変化率＜5％：横ばい
変化率＞5％：微減



（3）有収水量の変化
1. 島原市の水道の変遷
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過去10年間の1日平均有収水量の推移
年度 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3 令和4 H.25→R.4

島原地区 10,913 10,338 10,317 10,475 10,432 10,361 10,143 10,167 10,128 9,925 微減
有明地区 2,159 2,275 2,110 2,164 2,137 2,131 2,099 2,169 2,138 2,136 横這い

中木場簡易水道 474 450 455 453 448 443 435 438 439 417 微減
全体 13,546 13,063 12,882 13,092 13,017 12,935 12,677 12,774 12,705 12,478 微減

有
収
水
量

※変化率＜5％：横ばい
変化率＞5％：微減



（4）有収率の変化
1. 島原市の水道の変遷
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過去10年間の有収率の推移
年度 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3 令和4 H.25→R.4

島原地区 78.9 78.5 77.3 77.6 77.3 79.1 77.3 81.6 82.4 78.5 横這い
有明地区 62.0 59.4 60.1 62.1 66.8 69.7 75.8 76.6 76.4 76.1 上昇

中木場簡易水道 81.4 81.5 81.0 74.9 71.2 74.8 85.6 86.7 80.2 75.8 微減
計 74.2 73.1 72.9 73.3 75.2 77.2 77.3 80.9 81.2 78.0 微増

有
収
率

※変化率＜±5％：横ばい
±5％≦変化率＜±10％：微減・微増



(1)現在の事業概要
2. 事業概要
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令和6年度〜
名称（法適/非適の区分） 島原市上水道事業 中木場簡易水道事業 島原市上水道事業

認可取得年月日 平成26年3月24日 平成15年6月9日 平成26年3月24日
計画給水人口 44,400人 2500人 44,400人

計画1日最大給水量 21,500㎥/日 1000㎥/日 21,500㎥/日

令和5年度 現在
項目 事業名



(2)施設数、施設の配置状況
2. 事業概要

11

（R5.3.31 現在）
項目 施設概要
水源 地下水（浅井⼾、深井⼾）：35か所

施設数 浄水場：17か所、配水池：22か所
管路延⻑ 約362km

1日平均給水量 16,005㎥/日
施設能力 21,500㎥/日

施設利用率 60.40%

特徴：水源は100％地下水利用
配水は自然流下方式



2. 事業概要
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(2)施設数、施設の配置状況



(3)組織体制
2. 事業概要
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 業務班…料金徴収及び経理に関する業務
を行う

 工務班…施設の運営・管理に関する業務
を行う

現在の職員数は下記のとおり計22名です。
課⻑1名
業務班7名（うち1名は会計年度任用職員）
工務班14名（うち4名は会計年度任用職員）

※令和5年4月現在

年齢区分 業務班 工務班 合計
61歳〜 0 3 3

51〜60歳 2 4 6
41〜50歳 3 3 6
31〜40歳 0 3 3
〜30歳 3 1 4
合計 8 14 22

島原市水道事業の年齢区分・職種別 職員数

R5.4.1 現在



(4)水道料金と経営収支
2. 事業概要
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①水道料金
平成22年度・・・旧島原市と旧有明町の格差を小さくするため改定
平成26年度・・・旧島原市と旧有明町の料金体系の統一

健全な経営を維持するため料金体系を変更
口径別料金体系

二部料金制（基本料金と従量料金）
従量料金は逓増従量料金制



(4)水道料金と経営収支
2. 事業概要
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①水道料金

長崎県内市町の水道料金（税込み）

・１ヶ月の水道料金（家事用・13mm）　令和4年12月現在 （単位：円）

10m3 20m3 30m3

順位 順位 順位

長 崎 市 上水・簡水 口 径 別 1,655 8 4,515 14 7,375 16

佐 世 保 市 上水・簡水 用 途 別 1,632 7 4,195 11 6,978 13

島 原 市 上水・簡水 口 径 別 1,595 6 2,805 3 4,125 3

諫 早 市 上 水 用 途 別 1,390 3 3,590 5 5,900 7

大 村 市 上 水 口 径 別 1,716 9 3,905 9 6,094 9

平 戸 市 上 水 口 径 別 2,380 16 4,820 16 7,370 15

松 浦 市 上 水 用 途 別 1,149 1 2,524 1 3,899 1

〃 旧簡水平均 用 途 別 2,066 15 3,980 10 5,894 6

対 馬 市 上 水 用 途 別 1,760 10 4,230 12 6,710 12

壱 岐 市 上 水 用 途 別 1,840 12 4,240 13 6,640 11

五 島 市 上水・簡水 口 径 別 1,815 11 3,685 7 5,665 5

西 海 市 上水・簡水 用 途 別 1,996 14 4,596 15 7,196 14

雲 仙 市 上 水 口 径 別 1,390 3 2,710 2 4,030 2

南 島 原 市 上 水 口 径 別 1,300 2 3,180 4 5,060 4

長 与 町 上水・簡水 口 径 別 1,430 5 3,630 6 6,270 10

時 津 町 上 水 口 径 別 1,870 13 3,685 7 6,050 8

平 均 1,687 3,768 5,954

市町名 事業名 料金体系

⻑崎県内事業体との比較



(4)水道料金と経営収支
2. 事業概要
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※税抜き

　 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

給  水  収  益 644,646 649,633 602,754 656,284 654,447 645,119 646,129 641,506 584,920 636,160

簡易水道収益 25,131 26,407 24,110 21,196 20,935 20,641 20,849 21,107 19,417 22,199

その他営業収益 265 254 252 1,260 344 420 1,745 846 739 680

小   計 670,042 676,294 627,116 678,740 675,726 666,180 668,723 663,459 605,076 659,039

受　取  利  息 1,147 168 95 101 257 58 1,537 1,968 1,905 804

長期前受金戻入 61,515 67,217 77,773 82,767 91,570 104,992 105,349 95,612 94,001 86,755

他会計補助金 21,617 21,518 18,550 21,564 20,393 19,514 18,640 18,017 69,503 25,480

その他の営業外収益 28,783 2,583 1,788 2,313 3,809 2,843 2,222 2,329 3,656 5,592

特別利益 3,421 189 7,004 9,065 10,738

小   計 116,484 91,486 98,395 106,745 116,029 127,407 134,752 126,991 179,803 118,630

786,525 767,780 725,511 785,485 791,755 793,587 803,475 790,450 784,879 777,670

原水及び浄水費 69,588 69,746 71,682 74,723 69,835 72,489 72,278 69,250 79,988 72,175

配水及び給水費 89,982 81,672 89,815 97,316 104,225 116,809 120,959 123,686 132,374 106,315

簡易水道費 14,164 13,760 14,559 13,344 13,449 14,284 13,970 12,863 13,269 13,740

総　係　費 89,478 91,496 84,330 86,869 82,964 88,923 123,828 87,029 86,525 91,271

減 価 償 却 費 270,491 277,804 297,372 297,262 303,815 316,596 310,162 316,334 339,666 303,278

資 産 減 耗 費 10,341 1,872 1,106 2,540 479 322 368 926 1,743 2,189

小   計 544,043 536,350 558,864 572,054 574,767 609,423 641,566 610,088 653,566 588,969

支払利息（水道事業債） 88,733 88,423 85,622 82,031 78,345 74,533 71,139 68,111 68,116 78,339

その他の営業外費用 96 499 1,803 522 596 463 1,050 1,566 588 798

小   計 88,829 88,922 87,425 82,553 78,941 74,996 72,189 69,677 68,703 79,137

632,872 625,272 646,289 654,607 653,708 684,419 713,755 679,766 722,270 668,106

10,844 0 0 0 0 0 0 0 0 1,205

142,809 142,508 79,222 130,878 138,047 109,168 89,720 110,685 62,609 108,359

291,600 412,000 263,000 234,000 256,000 260,000 257,000 624,500 490,000 343,122

0 63,300 82,500 118,500 0 0 0 0 0 29,367

11,208 4,409 4,666 7,882 4,210 9,013 12,244 14,802 4,139 8,064

110,195 161,975 107,054 145,423 39,625 47,269 52,714 56,191 54,321 86,085

413,041 641,684 457,220 505,816 299,835 316,300 321,972 695,493 548,459 466,647

503,176 739,385 476,583 558,583 313,156 420,623 376,638 1,142,431 664,640 577,246

140,832 156,606 182,591 187,848 211,583 192,232 205,106 219,439 227,555 191,532

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

644,009 895,991 659,174 746,431 524,739 612,855 581,744 1,361,870 892,195 768,779

-230,968 -254,307 -201,954 -240,615 -224,904 -296,555 -259,772 -666,377 -343,735 -302,132

（円／ｍ3） 119.1 117.5 129.0 120.4 119.1 124.9 130.5 126.0 135.6 124.9

（円／ｍ3） 139.6 142.3 142.3 142.6 143.0 143.5 143.0 142.9 132.7 141.5

（ｍ3／年） 4,798,778 4,749,805 4,406,512 4,751,408 4,721,715 4,639,610 4,662,649 4,637,373 4,554,681 4,653,810

収
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的
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①「原水・浄水」に関する指標改善への課題
・水安全計画：水安全計画の継続的な運用
・水源モニタリング：原水水質の継続的な監視
・代替水源の活用（原水融通も含む）：良質な原水の優先的な活用

②「配水」に関する指標改善への課題
・管路の更新・更生・洗管：更新計画の策定とその実施
・浄水施設の更新：アセットマネジメントの継続的な実施による更新計画の策定とその実施
・配水施設（管路含む）の更新：アセットマネジメントの継続的な実施による更新計画の策定とその実施

③「給水」に関する指標改善への課題
・直結給水の推進：直結給水が可能なエリアの見極めとその情報提供
・貯水槽水道等の管理強化：広報誌による情報提供
・水質に関する情報提供：広報誌による情報提供
・きき水の実施：水道PR活動の実施
・利用者とのコミュニケーション強化：水道PR活動の実施

（1）島原市水道事業が抱えている課題（PIから抽出した課題）

3. 島原市水道事業ビジョン
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④「老朽化対策」に関する指標改善への課題
・日常維持管理・保守の適切な継続実施：維持管理計画の策定
・施設情報の電子化・多角的な分析：水道施設台帳の運用
・ダウンサイジング（施設再構築）：施設能力の適正化
・現有施設等の有効活用：既存施設の能力の見極め

⑤「災害対策」に関する指標改善への課題
・基幹施設の耐震化：耐震調査・診断の実施と必要な補強や更新の実施
・事業継続・応急給水計画の策定：事業継続計画の策定
・停電時の水供給体制構築：非常用発電設備等の配備
・資機材・薬品・燃料等の調達体制構築：他の水道事業体との連携強化
・複数水道事業体による訓練等連携強化：他の水道事業体との連携強化
・住⺠との連絡体制構築・地域の自⽴促進：災害発生後の応急給水に関する情報共有
・配水池能力の見直し：施設能力の適正化

（1）島原市水道事業が抱えている課題（PIから抽出した課題）

3. 島原市水道事業ビジョン
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（1）島原市水道事業が抱えている課題（PIから抽出した課題）

⑥「施設規模の適正化」に関する指標改善への課題
・ダウンサイジング（施設再構築）：施設能力の適正化
・現有施設等の有効活用：既存施設の能力の見極め
・関係事業体との連携：他の水道事業体との連携強化

⑦「財源・職員の適正化」に関する指標改善への課題
・新たな⺠間手法の導入・官⺠連携：⺠間への委託範囲の拡充
・料金の見直し：水道料金の適正化
・アセットマネジメントの実践：アセットマネジメントの継続的な実施による更新計画の策定とその実施

3. 島原市水道事業ビジョン
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（2）将来の事業環境

①給水人口及び給水量の実績と見通し

給水人口は、減少していくことが予測されます。
20年後の令和22年度の給水人口は、令和元年度実績に比べて9,600人程度減少する見通しです。

また、水需要も人口と同様に減少していく見通しから、20年後の令和22年度の1日平均給水量は、令和元年
度実績に比べ4,400 m3/日程度減少する見通しです。

3. 島原市水道事業ビジョン
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（2）将来の事業環境

②施設の効率性

給水人口および給水量は減少していく見通しであり、既存施設の同規模での単純な更新は、施設利用率の低
下から事業効率を悪化させることになります。

島原市の給水人口および給水量も同様に、今後、減少していく見通しであることから、将来需要を見極め、
給水サービスの維持を前提に、更新後の合理的な施設規模に設定する必要があります。

3. 島原市水道事業ビジョン
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（2）将来の事業環境

③水源の汚染

水道原水中の未規制化学物質の存在や耐塩素性病原性物等による汚染など、水道水源の保全には、さまざま
なリスクを想定した対策の実施が必要になっています。

島原市の水道水源はすべて地下水であり、これまで良質な原水に恵まれていますが、今後、水源の汚染を防
ぐために、水源周辺環境を保全する必要があります。

3. 島原市水道事業ビジョン
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（3）将来の事業環境（内部環境）

①施設の老朽化

水道施設のうち、⾼度経済成⻑期に布設し⽼朽化した管路など、施設の経年劣化が全国的に問題視されてお
り、漏水被害などが全国各地で発生しています。

島原市では、これまで、漏水調査の実施と漏水箇所の補修、既設配水管の更新を継続的に実施してきている
ものの、350km程度の管路資産を有していることから、⻑寿命かつ耐震性能に優れる管材料へ更新する必
要があります。

3. 島原市水道事業ビジョン
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（3）将来の事業環境（内部環境）

②資金の確保
全国の水道の資産規模は40兆円を超え、これらの水道施設を更新していくには多大な費用と時間を要するこ

とになります。料金収入の減少に伴い財政状況が悪化していく中、⻑期的な更新計画の策定とその確実な実施
が求められています。

島原市では、水道施設の更新・整備を計画的に実施しており、これらの事業費を念頭に水道料金を見直し、
水道サービスを持続するための収益をどうにか確保してきました。

しかし、今後、給水収益の減少が見込まれることから、必要に応じて、事業経営の継続が可能な水道料金へ
の見直しが必要になります。

3. 島原市水道事業ビジョン
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（3）将来の事業環境（内部環境）

③職員数の減少
職員の退職等に伴い職員数が減少することから、組織内における技術の継承や事務系や技術系の専属職員の

配置が困難などの問題発生が懸念されています。また、職員数の減少は、複数の業務を1職員が兼務する要因
にもなり、⻑期的な更新整備計画や財政計画などの策定に支障が生じることが考えられています。

島原市では、令和元年度実績では、水道課⻑1名、業務班と工務班の計21名（会計年度任用職員を含む）で
水道関連の業務に従事し、検針業務などの一部業務は、外部へ委託しています。今後、市職員や給水人口の減
少が見込まれることから、水道関連業務の従事者である職員数も減少が見込まれますが、組織内の技術や水道
施設の特徴などを継承していく必要があります。

3. 島原市水道事業ビジョン
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（4）島原市水道事業の将来像

3. 島原市水道事業ビジョン

【安全】安全な水道（いつもの快適な水道）
近年の市⺠の需要から、安全性だけではなくおいしさも

求められていることから、将来にわたって
「いつもの快適な水道」を目指していきます。

【強靭】強靭な水道（いつでも頼れる水道）
本市は水道施設が抱える課題を解決するため、

水道システムの再構築を念頭に、⽼朽化した水道施設の
更新・耐震化を行っています。本市の水道には
強さとしなやかさの両方を求められていることから、
将来にわたって「いつでも頼れる水道」を目指していきます。

【持続】持続可能な水道（いつまでも健全な水道）
本市の水道は、サービスの維持・向上を目指し、施設の更新や耐震化、水源の開発などを実施して

きました。水道事業をとりまく環境の変化等から健全経営の持続のために必要かつ十分な財源や職員
の確保が難しくなってきています。このような中、本市の水道には水道サービスと健全経営の持続が
求められていることから、将来にわたって「いつまでも健全な水道」を目指していきます。



管路施設の見通し 管路以外の資産の見通し
（機電設備、建築・土木）

現在保有している資産のうち、機電設
備、建築・土木等の管路以外の資産は
約30％が⽼朽化資産となっています。

現有資産を更新しなかった場合の健全性の見通し

管路は法定耐用年数が40年と設備に比
べて⻑いため、現段階ではほぼ健全資
産になっています。ただし、令和35年
以降、急激に⽼朽化資産が増加する見
通しです。 健全資産・・・経過年数が法定耐用年数以内

経年化資産・・・経過年数が法定耐用年数の１〜1.5倍以内
⽼朽化資産・・・経過年数が法定耐用の1.5倍以上 27

健全資産
経年化資産
老朽化資産

健全資産
経年化資産
老朽化資産

4. 島原市水道事業経営戦略



管路施設の見通し（法定耐用年数）

管路施設の見通し（更新基準年数）

法定耐用年数を基に更新した
場合の更新需要

更新基準年数を基に更新した
場合の更新需要

※更新基準年数・・・適切な維持管理に
よって、各資産を延命化させた場合の耐用
年数を設定したもの 28

4. 島原市水道事業経営戦略



管路以外の資産の見通し（更新基準年数）
（機電設備、建築・土木）

管路以外の資産の見通し（法定耐用年数）
（機電設備、建築・土木）

法定耐用年数を基に更新した
場合の更新需要

更新基準年数を基に更新した
場合の更新需要

29

※更新基準年数・・・適切な維持管理に
よって、各資産を延命化させた場合の耐用
年数を設定したもの

4. 島原市水道事業経営戦略



適切な維持管理のもと各資産の延命化を図ることで大幅なコスト縮減効果と、
一定の事業費平準化効果を確認できる。しかし、更新基準年で更新していく場
合でも莫大な事業費が発生する。

30

〇令和12年度までに見込まれる更新需要
管路以外の資産：約5,300万円/年
管路施設：令和11年度までは、約1億500万円/年（約2.4km/年）、
令和12年度は、約17億円強（約40km/年）
〇令和13〜22年度の次期10年間の更新需要
管路以外の資産：約1億2500万円/年
管路施設：約2億1,300万円/年（約4.6km/年）

4. 島原市水道事業経営戦略



計画的に事業を実施するためには、組織体制面・財政面・資産の健全性を考慮
した更新計画の策定が必要となる。
令和３年３月策定の「島原市水道事業経営戦略」にて実現可能な更新事業とし
て更新需要の平準化を行っている。

更新需要の見通し

更新基準年を超過する資産比率の見通し

管路以外の資産

管路資産

【経営戦略にて設定された更新需要と更新時の健全度】

31

4. 島原市水道事業経営戦略



収益的収入は、有収水量の減少に伴い緩やかに減収する見込みであり、令和５年度
には経常損益がマイナスになる見通しのため、健全経営を念頭に令和６年度に料金
改定を見込んでいます。

32

4. 島原市水道事業経営戦略



水道事業の活動を定量化することにより、水道サービスの水準を向上させるた
め、日本水道協会によって定められた業務指標です。

業務指標は、水道事業者が自らの事業活動を定量化して評価することで、問題
点の把握や目標・施策の決定、説明責任の遂行等の一助として活用されることが
期待されています。

また、事業活動を取り巻く背景は、水道事業者によって異なることから、業務
指標を一律の基準として全国の水道事業者を単純に比較することはできませんが、
各水道事業者の特徴や現状を把握するための判断材料になると考えられます。

33

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）

PIとは・・・・



⻑崎県内事業体との比較

※1同規模事業体・・・給水人口規模が３万〜５万人の事業体（203事業体）
島原市の給水人口は約４万４千人

34

PI推移グラフ
島原市の施設利用率の実績 ⻑崎県内事業体の施設利用率の平均値

⻑崎県内事業体の施設利用率の中央値各業務指標に対して、
下記パターンで比較します。
①⻑崎県内事業体との比較
②同規模事業体（※1）との比較

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 施設利用率は⻑崎県内事業体の平均値よりも低くなってい
ます。

 現状の施設能力のまま、将来水需要が減少すると施設利用
率は下がっていくため、更新のタイミングで適切な容量で
の更新が必要です。

 更新時にダウンサイジングすることで、更新費用を削減で
きます。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

【今後の対応】
• 水需要を考慮したダウンサイジングの実施

35

（1）施設利用率 業務指標の定義
施設能力に対する一日平均配水量の割合を示すもので、水道施設
の効率性を表す指標の一つである。

施設利用率＝ 一日平均配水量
施設能力 × 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 法定耐用年数を超過する設備は⻑崎県内事業体や同規模事
業体の平均値よりも低くなっています。

 計画的な更新により、設備の⽼朽化は抑えられています。
 設備の法定耐用年数は15年程度と短いため、今後も引き続

き計画的に更新する必要があります。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

【今後の対応】
・設備の計画的な更新

36

（2）法定耐用年数超過設備率
業務指標の定義
水道施設に設置されている機械・電気・計装設備の機器合計数に対す
る法定耐用年数を超えている機器数の割合を示すものであり、機器の
⽼朽度、更新の取組状況を表す指標の一つである。

法定耐用年数超過設備率＝
法定耐用年数を超えている機械・電気・計装設備などの合計数

機械・電気・計装設備などの合計数 × 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 法定耐用年数を超過する管路は⻑崎県内事業体や同規模事
業体の平均値と同程度となっています。

 本市水道事業の総管路延⻑は約359kmと膨大であ
るため、近年は管路の⽼朽化に更新が追いつかず、法定耐
用年数超過管路率は上昇しています。

 今後、⽼朽化した管路を積極的に更新する必要があります。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較 37

（3）法定耐用年数超過管路率
業務指標の定義
管路の延⻑に対する法定耐用年数を超えている管路の割合を示すもの
であり、管路の⽼朽度、更新の取組み状況を表す指標の一つである。

法定耐用年数超過管路率＝ 法定耐用年数を超えている管路延⻑
管路延⻑ × 100

【今後の対応】
・管路の積極的かつ計画的な更新

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 管路の更新率は⻑崎県内事業体や同規模事業体の平均値よ
りも⾼くなっています。

 更新率は比較的⾼いですが、前ページで示したとおり、そ
れでも⽼朽化の進行に更新が追いついていません。

 管路の更新率１％は、管路を全て更新するために100年か
かることを意味します。

 管路の法定耐用年数は40年であるため、管路更新率１％で
は、常に全体の60％が法定耐用年数を超過した状態となり
ます。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

【今後の対応】
・管路の積極的かつ計画的な更新 38

（4）管路の更新率 業務指標の定義
管路の延⻑に対する更新された管路延⻑の割合を示すもので、信
頼性確保のための管路更新の執行度合いを表す指標の一つである。

管路の更新率＝ 更新された管路延⻑
管路延⻑ × 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 浄水施設の耐震化率は⻑崎県内事業体の平均値よりも⾼く
なっています。しかし、耐震化された浄水施設が全体の
13％程度であるため、耐震化率が⾼いとは言えません。

 浄水施設は水道施設の中でもとりわけ基幹的な施設である
ため、耐震性の確保が重要です。

 被災時の被害低減や早期復旧、応急給水を含めた継続的な
給水を可能にするためには、浄水施設の耐震化の推進が必
要です。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

【今後の対応】
・浄水施設の耐震化 39

（5）浄水施設の耐震化率 業務指標の定義
全浄水施設能力に対する耐震対策が施されている浄水施設能力の
割合を示すもので、地震災害に対する浄水処理機能の信頼性・安
全性を表す指標の一つである。

浄水施設の耐震化率＝ 耐震対策の施された浄水施設能力
洗浄水施設能力 × 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

 配水施設の耐震化率は⻑崎県内事業体の平均値よりも低く
なっています。

 同規模事業体の平均値は46.9％です。本市を含め、⻑崎県
は配水池の耐震化率が全国と比べて低い状況です。

 配水池、特に大きな配水池は災害時に応急給水拠点となり
ます。地震による被災を抑制し、応急給水を含めて確実に
給水を継続するためには、配水池の耐震化が必要です。

【今後の対応】
・配水池の耐震化 40

（6）配水池の耐震化率 業務指標の定義
全配水池容量に対する耐震対策の施された配水池の容量の割合を
示すのもで、地震災害に対する配水池の信頼性・安全性を表す指
標の一つである。

配水池の耐震化率＝ 耐震対策の施された配水池有効容量
配水池等有効容量 × 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 基幹管路の耐震化率は⻑崎県内事業体よりも⾼くなってい
ます。

 地震による断水リスクを低減するため、今後も基幹管路の
耐震化を推進していく必要があります。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

【今後の対応】
・基幹管路の耐震化

41

（7）管路の耐震化率
業務指標の定義
導・送・配水管（配水支管を含む）全ての管路の延⻑に対する耐
震管の延⻑の割合を示すもので、地震災害に対する水道管路網の
安全性、信頼性を表す指標の一つである。

管路の耐震管率＝ 耐震管延⻑
管路延⻑ × 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 令和２年度の総収支比率は、⻑崎県内事業体や同規模事業
体と同程度です。

 人口減少に伴う給水収益の減少や、物価上昇によるコスト
の増加により、収益性は悪化しています。

 将来の水需要の見通しから、このままでは総収支比率が
100％を下回る（赤字になる）おそれがあります。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

【今後の対応】
・財政基盤の強化
・更新費用の削減
・施設の延命化

42

（8）総収支比率 業務指標の定義
総費用が総収入によってどの程度賄われているかを示すもので、
水道事業の収益性を表す指標の一つである。

総収支比率＝ 総収益
総費用× 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）



 料金回収率は⻑崎県内事業体や同規模事業体と同程度です。
 総収支比率と同様に、収入減少と支出増加により、料金回

収率は減少しています。
 これまで示した水道施設の更新や耐震化を実施した場合、

減価償却費や支払利息など支出は更に増加します。
 人口減少に伴う給水収益の減少が予想される中、支出が増

加するため、料金回収率は100％を下回るおそれがあります。
 コスト削減に向けた企業努力をしていますが、水道施設の

延命化や更新時のダウンサイジングなど更なるコスト縮減
を図ります。

⻑崎県内事業体との比較

同規模事業体との比較

【今後の対応】
・継続的なコスト縮減 43

（9）料金回収率 業務指標の定義
給水原価に対する供給単価の割合を示すもので、水道事業の経営
状況の健全性を表す指標の一つである。

料金回収率＝ 供給単価
給水原価 × 100

5. 島原市水道事業の現状把握（PIによる分析）


